
令和元年度原子力総合防災訓練 【令和元年１１月】
【訓練目的】
・
・原子力緊急事態における中央と現地の体制やマニュアルに定められた手順の確認
・「島根地域の緊急時対応」の取りまとめに向けた避難計画の検証
・訓練結果を踏まえた教訓事項の抽出、緊急時対応等の検討
・原子力災害対策に係る要員の技能の習熟及び原子力防災に関する住民理解の促進

【実施日】令和元年11月８日(金),９日(土),10日(日)
【対象発電所】中国電力株式会社 島根原子力発電所
【訓練内容】
自然災害及び原子力災害との複合災害を想定し、以下の訓練を実施
①迅速な初動体制の確立訓練
②中央と現地組織の連携による防護措置の実施方針等に係る意思決定訓練
③県内外への住民避難、屋内退避等の実動訓練

実施成果報告書 【令和２年３月】

訓練に対する評価（評価員、アンケート等）の分析

「令和元年度原子力総合防災訓練 実施成果報告書」の概要

 ２０８機関が参加した訓練を通じて、国、地方公共団体及び原子力事業者の初動からの防災体制や関係機関の協力体制について、実効性を確認
 防護措置の実施方針等に係る意思決定訓練及び住民避難等に係る実動訓練を通じて、中央と現地組織の連携による対応体制や手順を確認
 「島根地域の緊急時対応」の取りまとめに向けて、県・市の避難計画に基づく事態の進展に応じた段階的な防護措置を実施・検証し、その実効性を

確認
 地震による道路被害によりあらかじめ定めた避難経路が使用できない状況において、代替経路を検討し、当該経路による避難を実施するとともに、

県内外の民間事業者との協定に基づき、広域避難に必要となる車両を確保できることを確認
 事態の進展に応じた、初動対応から全面緊急事態までの実動訓練を通じて、原子力災害対策に係る要員の技能を向上
 放射性物質の放出前の予防的な避難及び屋内退避、並びに、放出後の安定ヨウ素剤の緊急配布を含む一時移転に係る訓練により、屋内退避の

重要性を含む段階的な防護措置についての住民理解を促進

● 評価結果

● 今後の取組

○ 地域原子力防災協議会での検討を通じて「島根地域の緊急時対応」を取りまとめるとともに、各種計画・マニュアル等を改善

○ 今回の訓練で得られた教訓を元に、今後実施するブラインド訓練の内容を充実させ、原子力防災体制等の更なる充実を図る。

【令和２年４月以降】 実施成果報告書を各種施策の改善等に反映

 屋内退避の重要性を含む防護措置に係る住民理解の平時からの促進策の推進
 緊急時に、緊急防護措置を準備する区域の住民が安定ヨウ素剤を適切なタイミングで服用できるよう平時からの備えに係る方策を推進
 有事において、迅速かつ正確に、分かりやすく住民に情報提供できる防災アプリ等の情報通信技術（ＩＣＴ）の更なる活用に関する検討
 「島根地域の緊急時対応」の取りまとめに当たり、避難経路が使用できない場合に代替経路を設定するための対応について反映
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・国、地方公共団体及び原子力事業者における防災体制や関係機関における協力体制の実効性の確認

参加機関：208機関、人数：約7780人 ＵＰＺ（緊急防護措置
を準備する区域）
３０ｋｍ （約４５万人）

ＰＡＺ（予防的防護措置
を準備する区域）
５ｋｍ （約１万人）

［機１］令和２年３月２４日
第６回原子力災害対策
中央連絡会議ＨＰ掲載用
内閣府（原子力防災担当）
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令和元年度原子力総合防災訓練の概要

１日目 ２日目 ３日目

午
前

午
後

地震発生により警戒事態発生

（
事
態
収
束
活
動
）

事
業
者
訓
練

警戒事態への対応
（迅速な初動体制の確立訓練）

施設敷地緊急事態発生

施設敷地緊急事態への対応
（中央と現地組織の連携による
防護措置等に係る意思決定訓練）

○原子力規制委員会・内閣府原子
力事故対策本部会議運営
○複合災害に対応した非常災害対
策本部・原子力事故対策本部合同
会議運営

事
業
者
訓
練
（
事
態
収
束
活
動
）

○PAZ内の要配慮者の避難等の
実動避難訓練

全面緊急事態発生

全面緊急事態への対応
（中央と現地組織の連携による

防護措置等に係る意思決定訓練）

○１５条事象発生報告・上申
○緊急事態宣言
○複合災害に対応した原子力災害対策
本部・非常災害対策本部合同会議運営

全面緊急事態への対応
（住民避難等の実動訓練等）

＜機能別訓練①＞
・PAZ内の住民の避難
・UPZ内住民の屋内退避

全面緊急事態への対応
（住民避難等の実動訓練等）

＜機能別訓練②＞
・UPZ内住民の一時移転

放射性物質 放出前

放射性物質 放出後
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